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基発第0604004号

平 成 19年 6月 4日

厚生労働省労働基準局長

(公 印省 略)

都道府県労働局長 殿

労働保険事務組合報奨金交付要領の改正について

今般､労働保険事務組合に対する報奨金に関する政令の一部を改正する政令

(平成 19年政令第 148号)及び労働保険事務組合に対する報奨金に関する

省令の一部を改正する省令 (平成 19年厚生労働省令第 75号)が施行された

ことに伴い､｢労働保険事務組合報奨金交付要領 (平成 18年6月)｣を別添の

とおり改正したので､事務処理に遺漏のないよう取り計られたい｡
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報奨金交付の流れ
報 奨 金 の 交 付 要 件

労働保険料に係る報奨金 一般拠出金に係る報奨金

目的 労働保険料の納付状況が著しく良好な労働保険事務組合 一般拠出金の納付状況が著_しく良好な労働保険事務組合
に対して､報奨金を交付することにより労働保険料の適 に対して､報奨金を交付することにより一般拠出金の適

正な申告 .納付を助長 .奨励する. 正な申告 t納付を助長 .奨励する○

対負 労働保険事務組合のうち､中小規模事業場 (常時15人以 労働保険事務組合のうち､労災保険の保険関係が成立し
下)の事務を委託している事務組合 ている中小規模事業場 (常時15人以下)の事務を委託している事務組合

内~容 ○交付の要件 ○交付の要件

1 報奨金算定基準日 (5月20日､天災その他やむを得 1 報奨金算定基準日 (5月20日､天災その他やむを得

ない理由があるときは5月27日)において､次の(1)及 ない理由があるときは 5月27日)において､次の(1)及

び(2)に該当する委託事業の確定保険料の額の95%以上 びく2)に該当する委託垂業の当年度一般拠出金額の95%
の額が納付されていることB 以上の額が納付されていること○

(1) 前年度において登壁土旦△必三の労働者を使用する (1)前年度において選堕垣△必王の労働者を使用する
事業であったもの 事業であったもの

(2) 前年度において常時16人以上の労働者を使用する (2)前年度において常時16人以上の労働者を使用する

事業であって､当該前年度の直前3年度のうちいず 事業であって､当該前年度の直前 3年度のうちいず

れかの年度において常時15人以下の労働者を使用す れかの年度において常時15人以下の労働者を使用す

る事業に該当したもの る事業に該当したもの

2 前年度の労働保険料等について､差押えなど滞納処 2 当年度の一般拠出金等について､差押えなど滞紳処
分を受けたことがないこと○ 分を受けたことがないこと○

3 偽 りその他の不正の行為により､前年度の労働保険 3 偽 りその他の不正の行為により､当年度の一般拠出金

料の徴収を免れ､又はその還付を受けたことがないこと○ の徴収を免れ､又はその還付を受けたことがないこと8

○報奨金の額 ○報奨金の額

1 定率部分 1 15人以下の委託事業場にかかる当年度の一般拠出金

15人以下の委託事業場にかかる前年度の労働保険料 の3.5%に相当する額

の呈量峯に相当する額 2 報奨金の交付対象となる委託事業場は､常時使用労
2 定額部分 働音数15人以下とされているが､16人以上となった場

(1) 5人未満の委託事業場 合について､3年間に限り対象年度の報奨金支給額を

イ 雨保険加入事業場 -1事業場につき､廻堕巴ロ 片保険加入事業場 1事業場につき､生蔓旦旦巴(2) 5人以上15人以下の委託事業場イ 雨保険加入事業場 1事業場につき､旦旦姐巴ロ 片保険加入事業場 1事業場につき､Bi主些巴※報奨金の交付対象となる委託審美場が1,000を超える事務組合に対しては.1,000を超える委託事業場に対する定額部分の報奨金は交付しない○3 報奨金の交付如象となる委託事業場は､常時使用労働者数15人以下とされているが､16人以上となった場合について､3年間に限り前年度報奨金支給額を交付する○ 交付するB

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

本 省

年度更新申告書 報奨金交付申請書
提出 (様式第 1号)
く5月20日) (7月末)

A

報奨金の交付



労働保険事務組合報奨金交付要領

第 1 日 的

この要領は､労働保険事務組合 (以下 ｢事務組合｣という｡)に対する報奨金の交付に関する

法令の施行に関し､必要な事項を定めることを目的とする｡

第 2 報奨金の交付要件

事業主の委託を受けて納付する労働保険料 (注 1)及び一般拠出金 (注2)の納付の状況

について､事務組合がそれぞれ次の要件のいずれにも該当する場合に､当該事務組合に対し

て報奨金を交付するものとするム 小

労働保険料に係る報奨金

1 報奨金算定基準日 (5月20日､天災その他やむを得ない理由があるときは5月27日｡
なお､報奨金算定基準日が土曜日又は日曜日に当たるときには､これらの日の翌月曜日を

報奨金算定基準日とする｡)において､前年度の労働保険料 (注 3)(当該労働保険料に係

る追徴金及び延滞金を含む｡以下 ｢前年度の労働保険料等｣という｡)であって､次の(1)

及びく2)に該当する事業の事業主の委託に係るものにつき､その確定保険料 (注4)の額

(労働保険料に係る追徴金又は延滞金 (注 5)を納付すべき場合には､確定保険料の額と

当該追徴金又は延滞金との合計額)の合計額の 100分の95以上の額が納付されている

こと｡

なお､上記において天災その他やむを得ない理由とは､

①天災地変等の不可抗力

②交通又は郵便のス トライキ等

③その他上記①､②に準ずるやむを得ない理由 (注6)､があるときであること｡

(1) 前年度において常時 15人以下の労働者を使用する事業 (注7)であったもの

(2) 前年度において常時 16人以上の労働者を使用する事業であって､当該前年度の直前

の3年度のうちいずれかの年度において常時 15人以下の労働者を使用する事業に該当

したもの (常時15人以下の労働者を使用する事業に該当する事業に該当した年度 (読

当した年度が2年度以上ある場合には､その最後の年度｡以下 ｢15人以下事業該当年

度｣という｡)以降当該前年度まで引き続き当該事業の事業主がその事業についての労

働保険料の納付を当該事務組合に委託しているものに限る｡第3以降において ｢16人

以上事業｣という｡)

2 前年度の労働保険料等については､徴収法第26条第 3項の規定により滞納処分を受け

たことがないこと (注8)0

3 偽りその他不正な行為により､前年度の労働保険料等の徴収を免れ､又はその還付を受

けたことがないこと (注9)0
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一般拠出金に係る報奨金

1 報奨金算定基準日 (5月20日､天災その他やむを得ない理由があるときは5月27日O

なお､報奨金算定基準日が土曜日又は日曜日に当たるときには､これらの日の翌月曜日を

報奨金算定基準日とするO)において､当年度の一般拠出金 (当該一般拠出金に係る追徴

金及び延滞金を含む｡以下 ｢当年度の一般拠出金等｣というO)であって､次の(1)及び(2)

に該当する事業の事業主の委託に係るものにつき､その当年度の一般拠出金等の額の合計

額の 100分の95以上の額が納付されていること｡

なお､上記において天災その他やむを得ない理由とは､

①天災地変等の不可抗力

(診交通又は郵便のストライキ等

③その他上記①､②iこ準ずるやむを得ない理由､があるときであること｡

(1) 前年度において常時 15人以下の労働者を使用する事業であったもの

(2) 前年度において常時 16人以上の労働者を使用する事業であって､当該前年度の直前

の3年度のうちいずれかの年度において常時 15人以下の労働者を使用する事業に該当

したもの (常時15人以下の労働者を使用する事業に該当する事業に該当した年度 (読

当した年度が2年度以上ある場合には､その最後の年度O以下 ｢15人以下事業該当年

度｣という｡)以降当該前年度まで引き続き当該事業の事業主がその事業についての一

般拠出金の納付を当該事務組合に委託しているものに限る｡第3以降において ｢16人

以上事業｣という｡)

2 当年度の一般拠出金については､石綿による健康被害の救済に関する法律第38粂第 1

項において準用する徴収法第26粂第 3項の規定により滞納処分を受けたことがないこと｡

3 偽りその他不正な行為により､当年度の一般拠出金の徴収を免れ､又はその還付を受け

たことがないことO

第 3 報奨金の額

報奨金は､予算の範囲内で､次の1から3までの方法で算定した額の範囲内の額を交付

するものとする｡

労働保険料に係る報奨金の額

1 5月20日において､第2の報奨金の交付要件に該当した事務組合｡

(1) 鹿 則

事務組合ごとの報奨金の額は､事業主からその事業についての労働保険料の納付の委

託を受けた事業 (注10)に関し､次のハに留意して､イ及びロの額についてそれぞれに

掲げる方法により算定した額の合計額とするo

イ 常時 15人以下の労働者を使用する事業に係る額

(イ) 当該事業の事業主から委託を受けて5月20日までに納付した前年度の労働保険
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料 (督促を受けて納付した労働保険料を除く｡)の額 (注目)(その額が確定保険料

の額を超えるときは､当該確定保険料の額)め合計額に 100分の2.5を乗じて

得た額

(ロ) 当該事業について､前年度の常時使用する労働者の数及び保険関係の成立区分別

の事業数にそれぞれ次に掲げる単価を乗じて得た額を合算した額

常 時 使 用 す る労 働 者 の 数 保険関係の成立区分 単 価

5 人 未 満 二保険関係成立事業 (注12) 8,400円
二保険関係成立事業以外の事業 (注13), 4,200円

5 人 以 上1 5 人 以 下 二保険関係成立事業 4,200円

ロ 16人以上事業 (その事業についての前年度の労働保険料等について督促を受けた

ことがないものに限る｡)に係る額

(イ) 15人以下事業該当年度の労働保険料で､当該事業の事業主から委託を受けてそ

の翌年度の納付期限日までに納付したもの く督促を受けて納付した労働保険料を除

く｡)の額 (注11)くその額が確定保険料の額を超えるときは､当該確定保険料の額)

の合計額に100分の2,5を乗じて得た額

(ロ) 当該事業の事業主から15人以下事業該当年度の労働保険事務の委託を受けた事

業 (経lo)について､当該 15人以下事業該当年度の常時使用する労働者の数及び

保険関係の成立区分別の事業数にそれぞれ上記イの(ロ)に掲げる単価を乗じて得た額

を合算した額

ハ 上記イ及びロにかかわらず､イの(ロ)及びロの(ロ)の額の算定に当たり､その基礎と

なる事業の数の合計数が 1,000を超える場合には､ 次に掲げる順に各区分の事

業の数を加え､その数が 1,000を超えることとなる区分の事業の数については､

1,000から､ 1,000を超えることとなる区分の直前の区分までの事業の数の合

計数を控除して得られる数とするとともに､当該区分より後の区分の事業の数は総て

｢0｣として算定するものとする｡

(D イの常時 15人以下の労働者を使用する事業のうち､ 5人未満の二保険関係成立事業

② 同5人未満の二保険関係成立事業以外の事業

③ 同5人以上 15人以下の二保険関係成立事業

④ 同5人以上 15人以下の二保険関係成立事業以外の事業

⑤ ロの16人以上事業のうち､ 5人未満の二保険関係成立事業

⑥ 同5人未満の二保険関係成立事業以外の事業

⑦ 同5人以上 15人以下のこ保険関係成立事業
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⑧ 同5人以上 15人以下の二保険関係成立事業以外の事業

(例)①が 500､②が300､③が400の場合

③の事業の数については､ 1,000- (①+②)-200とする｡

④以降の数は0とする｡

①+②+③-1,000

(2) 調 整 措 置

委託事業の大部分が労災保険率の低い業種に属し､又はその労働者の使用期間が短い

等の特殊な事情から(1)により算定した額が､当該事務組合の納付した前年度の労働保険

料の額のうち､常時 15人以下の労働者を使用する事業に係る前年度の労働保険料の額

及び16人以上事業に係る 15人以下事業該当年度の労働保険料の額の合計額 (以下

｢報奨金対象合計額｣という｡)を超える場合には､(1)にかかわらず､当該事務組合の納

付した報奨金対象合計額に相当する額とする｡

2 5月27日において､第 2の報奨金の交付要件に該当した事務組令 (3に該当する事務

組合を除く｡)に対して交付する報奨金の額

報奨金の額は､ 5月27日までに納付された前年度の労働保険料を5月20日までに納

付されたものとみなして上記 1により算定した額から､その100分の5を減じた額とする0

3 5月27日において､第 2の報奨金の交付要件に該当した口座振替制を採用している事

務組合であって､前年度末現在 (求 1)において､当該事務組合の全委託事業の2分の 1

以上が口座振替制を利用している事務組合に対して交付する報奨金の額

5月27日までに納付された前年度の労働保険料を5月20日までに納付されたものと

みなして上記 1により算定した額とする｡

(※1) 当年度の4月1日より5月20日までに新規委託又は委託解除により委託事業数又

は口座振替制利用事業が変動する場合は､ 5月20日現在

一般拠出金に係る報奨金の額

1 5月20日において､第 2の報奨金の交付要件に該当した事務組合｡

(1)原 則

事務組合ごとの報奨金の額はご事業主からその事業についての一般拠出金の納付の委

託を受けた事業に開し､次に掲げる方法により算定した額とする｡

イ 常時 15人以下の労働者を使用する事業に係る額

当該事業の事業主から委託を受けて 5月20日までに納付した当年度の一般拠出金

(督促を受けて納付した弓投拠出金を除く｡)の額の合計額に100分の3.5を乗じて得た額

ロ 16人以上事業 (その事業についての当年度の一般拠出金等について､督促を受け

たことがないものに限る｡)に係る額

15人以下事業該当年度の一般拠出金で､当該事業の事業主から委誠を受けてその

該当年度の納付期限日までに納付したものの合計額に100分の2.5を乗じて線た額
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(注 1) ｢労働保険料｣ とは､労働保険の保険料の徴収等に関する法律 (昭和44

年法律第84号｡以下 ｢徴収法｣という｡)第10条第2項第 1号～第3号

の2の一般保険料､第 1種特別加入保険料､第2種特別加入保険料及び第3

種特別加入保険料をいい､委託を受けることのない同項第4号の印紙保険料

及び労働保険料に該当しない失業保険法及び労働者災害補償保険法め一部を

改正する法律及び労働保険の保険料の徴収等に関する法律の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律 (昭和44年法律第85号｡以下 ｢整備法｣とい

う｡)第 19条第 1項の労災保険の特別保険料は含まれない｡

l
(注2) ｢一般拠出金｣とは､石綿による健康被害の救済に関する法律 (平成 18

年法律第4号)第35条第 1項で定められたものをいう｡

(注3) ｢前年度の労働保険料｣とは､前年度中において納付すべき労働保陵料で

はなく､前年度の期間に係る労働保険料､すなわち､前年度の賃金総額 (労

災保険の特別加入の場合は保険料算定基礎額の総額)を基礎として算定した

労働保険料をいう｡ただし､有期事業の委託に係る労働保険料にあっては､

前年度中に保険関係が消滅した有期事業の全期間の賃金総額 (労災保険の特

別加入の場合は保険料算定基礎額の総額)を基礎として算定した労働保険料

をいう｡

(注4) ｢確定保険料｣とは､前年度の期間 (有期事業にあっては当該保険関係に

係る全期間)に係る確定保険料について事務組合が申告し､または政府が認

定決定したものをいうOただし､算定基準日以降に算定基礎調査等により､

前年度の確定保険料に変更があった場合の差額分は､算定基礎調査等を行っ

た年度の保険料として取扱う｡

(注 5) ｢延滞金｣とは､前年度の確定保険料に係るもののみではなく､前年度の

概算保険料に係る延滞金も含む｡

(注6) ①､②に準ずるやむを得ない理由には､事務組合が事務整理期間を必要と

した場合 (事務組合が､事業主に対し当該事務組合への労働保険料の納付の

ための金銭の交付を口座振替制 (預金の払出しとその払出した金銭を事務組

合へ交付することをその預金口座のある金融機関に委託して行う方法をいう｡)

により行わせている場合を含む｡)を含むものであることO

(注7) ｢常時15人以下の労働者を使用する事業｣とは､事業主単位ではなく､

事業単位 (徴収法第7条～第 9条の規定により一括された事業については､

一括後の事業単位)による｡また､常時使用労働者数の計算は次によるもの

とする｡
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① 前年度の各月 (前年度中途に保険関係が成立した事業にあっては､保険

関係成立以後の各月)の末日 (賃金締切日がある場合には､月末直前の当

該賃金締切日)の使用労働者数の合計を12 (前年度中途に保険関係が成

立した事業にあっては､保険関係成立以後の月数)で除して得た労働者数

② 船きょ､船舶､岸壁､波止場､停車場又は倉庫における貨物の取扱いの

事業及び徴収法第 7条の規定により一括された有期事業については､前年

度の3月31日以前 1年間の延労働者数を所定労働日数で除して得た労働

者数

(注8) 上記 1の(1)及び(2)に該当する事業に係る前年度の労働保険料等について当

該処分を受けた場合のほか､それ以外の事業の事業主の委託に係る前年度の

労働保険料等について当該処分を受けた場合も含まれるO

(注 9) ｢偽りその他の不正な行為により､--徴収を免れ､又はその還付を受け

たことがないこと｣とは､上記 1の(1)及び(2)に該当する事業に係る前年度の

l労働保険料等について､不正な行為により徴収を免れ､又はその還付を受け

た場合のほか､それ以外の事業の事業主の委託に係る前年度の労働保険料等

について不正な行為により徴収を免れ､又はその還付を受けた場合をも含ま

れる｡

(経lo) ｢労働保険料の納付の委託を受けた事業｣とは､前年度分の確定保険料に

係る事業をいう｡したがって､当年度において年度更新手続をした事業のは

か､前年度中に保険関係が消滅して確定保険料の申告をした事業を含むが､

前年度から引き続き保険関係が存続している有期事業は含めない｡また､前

年度分の確定保険料に係る納付の事務処理を行った時点については､前年度

中に行った場合に限らず 5月20日までに処理した場合も含む｡

(注11) ｢納付した前年度p)労働保険料 (督促を受けて納付した労働保険料を除く｡)

の額｣とは､納付した前年度の概算保険料､増加概算保険料､保険料率の引

上げによる追加納付額及び確定精算に伴う追加納付額をいう｡

(注12) ｢二保険関係成立事業｣ とは､労災保険及び雇用保険のいずれの保険関係

も成立している事業をいうO

(注13) ｢二俣鹸関係成立事業以外の事業｣とは､一元適用事業であって労災保険

に係る保険関係のみが成立しているもの､一元適用事業であって雇用保険に

係る保険関係のみが成立しているもの､労災保険に係る保険関係が成立して

いる二元適用事業及び雇用保険に係る保険関係が成立している二元適用事業
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をいう｡

(注14) ｢当年度の一般拠出金｣とは､ 5月20日を法定納期限とする当該年度の

一般拠出金をいうOすなわち､前年度の賃金総額を基礎として算定した一般

拠出金をいう｡
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第4 報奨金の交付事務手続

1.労働保険事務組合報奨金交付申請書の提出

(1)報奨金の交付を受けようとする事務組合は､7月末日 (当該期日が土曜日又は日曜日に

当たるときには､これらの日の翌月月曜日)までに労働保険事務組合報奨金交付申請書

(様式第 1号､以下 ｢申請書｣という｡)を2部提出するものとする｡

(2) 申請書は､都道府県労働局 (以下 ｢労働局｣という｡)に提出するものとする｡
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平成 年度労働保険事務組合報奨金交付申請書 (提出用)

様式第 1号

下僧 の とお り報奨金 の交付 を紙求 します.

労 働 局 長 殿

労 働 保 険 料 分

平 成 年 月 日

分的院故IP岱抱合の

名 ー 称 領 籍 番 号

所 在 地 郵 便 番 号

【15人以下都築】 (平成 年度概算 ･確定保坂料納付状況)

(振込 を希望する金融軽開又は郵便局)

( 枚のうち 汝目)

基 幹 番 号 吃) 1.か (①十③十◎) 魯 rJ ◎ ◎ ㊨ ⑳
平成 年鑑拡定 暮金婚孜金 也 頓滞金 Q)に 係 る納 付 折 紙 吃)の う ち 督 促を 受 け た 較 (6) - (参) ③に係る納付訴戟 ◎に係る納付頭部 (@+@+@) IE) 早 ⑳ 乙A a A a

(平成 年度罪定基礎調査等に体る差筋保険料納付状況)

芯.幹爵 考 ㊨ ㊥ ⑳ ◎ に侍る納付前額 ⑳ せtこ掠る納付清吉弓 ⑳⑳ lq 穀 分 @ 減 劫 分 6'追徴金 Pt延舶 (呼一癖+◎+⑳) (LP-⑳)に く㊥+⑳十⑳)

合 針

【口庄按等桐採用 の有無等】

(I) 口座抜毛学制採用 の有 無

1 捨コンシステムにより採用

2 監コンシステム以外の方法によ り採用

3 採用していない

12) 口座1環専制利用率

全 重 吉i:耶 票 数

E3筏授審問利用串集散

口座 担番制利用率

(日本工業規格B列4判)



( 枚のうち 枚目)

【16人 以 上 事 業 】 (平 成 年度横井 .確定 保険料納付状況)

姑 幹 希 号 在席号 O 平成 辛皮Rg.掠定時秋 和 @ ◎ ① に 降 る納 付 訪 籾 ㊨Llに搾る納 付済如 ,@ rJ 程の
平成 年皮荘定保 険 料 総 怒 ･② 追 放金 ◎ 延 滞 金 (◎ + @ 十 ⑳ ) @ に係勺納付済頼 督育.窯

育.慧

育.条

育.慕

育.条

育.窯

tl.辛

育.衰

(平成 年度算 定基礎 的査等 に繰る差額保険料納 付状況)

基 幹 恭 号 盈馬綴換科 に係る @ @ (@-@)t= 係 る納付済解 ⑩◎ に係 る納付壬存餌 ⑳◎ に係 る納 付妨佃 a(⑳+⑳十⑳)攻番号 ⑳ 増 額 分 ◎ 減 磁 分 ◎ 追 放 金 ⑳ 延 滞 金

.i

i6人以上事業分

合 計

16人以 上 卒 業 報 奨 金

交付要件確定保険料斬

16人 以 上 不 桑 報 奨 金

交付要件保汲科納付済統

【総 括】

(1)納付率等 (21報奨金井定基準 日

納付寧 日 /汰)

前 年 比 保 挽 科

将鈎処分の有焦
5/27の場 合 の理由1

ノ

(3)定率及び定規 による缶 (所 定額)

(15人以下事業該 当年度板弁 ･確定保険料納 付状況)

15人以下誌当p年度 ① 15人 以下堺 美技 当 年 成 確 定 @① に 掠 る納 付 済 較 ◎ ⑳ の うち慣 促 を (a く⑤ - ㊨ )

呼 甲 E⑳ 乙

保 険 料 捻 転 受けた領 A a A B

※調整措置による額(@>【ローa)+(ヌーf)のJB合)◎(ローA)+(ヌーtj 円

※ 5%故紙揖故に よ る紋

F 円‡
況交付予定額

l⑬ 円Z

＼ 額＼串_%RT> ＼＼ 定 申 分 定 額 分 計
8.408円 4.288円 JL芝80円 'Z.108円

15人以下野菜 ニX8.400円 ホ ホxJuOOR へ へXJ188円 ト

(日本工業規格B列4判)



一 般 拠 出 金 分

【15人以下事業】 (平成 年度一般拠出金納付状況)

韮 幹 蒋 母 ¢ ②平 成 ff-- ① に 掠 る
納 付 済 竹

合 計 イ ロ

(平成 年度算定基礎調査等に係る差額一般拠出金納付状況)

基 幹 番 号 題額一般払出金に拓る ⑦ ⑳ ◎ ⑤に係る納付済街 ⑳ ◎に係る納付前額 ⑳◎ 増 出 分 ◎ 波 部 分 ⑳ 追徴金 ◎ 延滞金 (◎-◎)に (⑳+魯+⑳)

t

15人以下事業租奨金
交付要件一般払出金鰯

l5人以 下 串 薫 報 奨 金
交付要拝一般拠出金納付妨訴

枚のうち 紋 日)

(日本工業規格B列4判)



( 枚のうち 枚El)

(日本工業規格B列4判)

【18人以上事業】 く平成 年度一般拠出金納付状況)

誠 幹 番 号 攻詩考 O ◎ 15人以下 O l5人 以 下 事 菜 珍平成 年度 ① に 降 る 妓 当 年 蛙 一 般 くさ に 綴 る
-般払出金諾琉 納 付 済 一桁 鼓当年gE 払 出 金 だ 領 11り 付 済 頼

(平成 年度算定遮蔽調査率 に終る差額一般払出金納付状況)

基 幹 番 号 枝爵号 主構一般抱itI金に隣る ⑦ ㊨納 付 済 胡 ㊨ ⑳ ⑳
◎ 巾 缶 分 ◎ 減 額 分 ◎i追 放 金 ◎ 延 滞 金 (fB)+㊨+伽

柑人以上堺芙分

合 計

16人以上72【票報奨 金

交付襲件一役抱出金餌

18人 以 上堺 芙 報 奨 金

'交付要件一般払出金納付前出

【総 括】

(1)納付率等

納付寧 日/k)

約年奴一般払出金の
締 約 処 分 の 有 無

(2)報奨金罪定基準 日

1 5/20

5/ 27の 均合の理由

肇拝一般抱出金納付済斬

(31所定額 (定率)

ー

ノ

＼＼＼-＼郡菜区分 ＼ 所 定 額

16人以上串菜 (へ-nX35/一冊

耗5%減縮摺把による書琉

十 円i
※交付予定額

｢ ｢



様式第 1号の2

⑳ 口座振替納付等の労働保険番号 ⑳ 第 1期分 ⑳ ⑳の労働 ⑳ 口座塚曹 ⑳ ⑳のうち ◎ ⑳のうち ⑳ ネ ≦ ナの範 ⑳ ◎のうち ◎ 穿定対象 魯 ⑳ +㊨ ⑳ 当該年度 ◎ ⑳の-般 ⑳ 口座振替 ⑳ ⑳のうち

等労働保険料 保険料として 納付済細 く現 口座振替納付 算定対象事業 関内で口座振替納 口座振替納付 事業発の前年 (申約番の15一般拠出金の顔 拠出金として 納付群銀 (現 口座振替納付

の細 口座振替納付 に口座振替納 El後 1週間以内に納付され xの前年度確定保険料不足 付されたものとする労働保険番号 されたものと 度概算保険料等 納 付 済 嶺 人以下寧某の 口座振替納付日までに委託 に口座振替納 日後 1週間以内に納付され日革でに委託 付した⑳の するもの (㊨ ⑤の額と16人 付した⑳の板)

事業主から交付された額 た額 額納付前額 (該当するものに○を付し. ( )に⑳の額を記入) で○印を付したものについて◎の額を転記) (確定保険料の嶺を超えるときは､碇定保険料の根) 以上事業の⑤の感との合計鶴) 事業主から交付された額 た頗

基 節 番 号 枝 番 号

( )

( )

( )

( )

く ) i

( .)

合 計 ー＼ ＼ レ ソ ツ ＼ 辛 ( ) ＼ ＼ ＼

※ ｢算定対象事業｣とは､報奨金の申請に係る15人以下事策及び16人以上事業をいう｡

注1 @.は､基幹番号の若い方から価に記入すること｡(納付書に枝番号があるものは.基幹番号が同一のもので枝番号のないものの後に続けて記入する｡)

注2 砂は､口座振替納付日までに交付を受けていた算定対象事業の前年度確定保険料不足額で､口座振春納付したものを含め､口座振替納付日から起算して7日を経過したElまでに納付した額を記入すること｡

また､口座振春納付日までに事務組合へ交付されなかった算定対象事業の前年度確定保険料不足額の一覧表 (未交付の算定対象事業唱名 (労働保険番号を付記)及びその未交付の前年度確定保険料不足額を記載した一覧

表)を添付すること｡

注3 ◎については.ネの額がナの額を超えない梅園内で､有利な傭序で口座掘蓉納付がなされたものとするよう事務組合が選択することができること｡

注4 5)には､報奨金算定基準日までに納付した算定対象事業の前年度概算保険料､増加概変換険料及び保険料率の引上げによる追加徴収保険料の額 (その甑が前年度確定保険料の額を超えるとき総､前年度確定保険料の額)

の合計額を記入すること｡

(日本工業規格B列4判)



様式第1号の3

⑳ _口座扱者納付番の▲労働保険番号 ◎ 第1期分等 ⑳ ⑳の労槻保 ⑳ 口座振替納 ⑳ 振替不能が ⑳ 口座振着納 ◎ 算定対象事 ⑳ ◎ + ◎ ⑳ 当該年度- ◎ ⑳の一般拠 ⑳ 口座振替納 ⑳ ⑳のうちロ

労働保険料の額 険料と.して口座 '付済痛 く現に口 やむを得ず生じ 付目から起算し 集実の前年度概 (中書許容のl5人 般拠出金の額 出金として口座 相済緬 (現に口 座瀕替納付日後

振替納付日まで 座振替納付した た口座振替納付 て7日だ経過した日までに納付 算保険料等納付 以下事業の(9の 振替納付日まで 座振替納付した 1週間以内に納
に番託事業主か ⑳の静○口座振 事 (該当するも した算定対急事 済頼 (砥定保険 額と16人以上事 に委託事菜主か ⑳の額) 付された額

ら交付された額 著的村きれなかったものは,r振替不能｣と記入) のに0和を付すこ) 未見の前年度確定保険料不足額納付溝板 (⑳に｢振替不能｣ と記したもので⑳一二〇を付さなかったものは rO｣とする.) 料の嶺を超えるときは.確定保険料の額) 菜の⑤の緬との合計額) ら交付された銀
基 幹 番 号 枝 番 号

～

※ r算定対象事業Jとは､報奨金の中臣削こ係る15人以下事業及びL8人以上事菜をいうB

注1 ⑳は,基幹番号の若い方から脚 こ記入すること｡(納付番に枝番号があるものは,基幹番号が同一のもので枝番号のないものの後に続けて記入する｡)

注2 ⑳の掛 こ○印を付したもの (⑳に記入した額と⑳に記入した額が同額であるものを除く｡)に関しては 振替不能となった賛託事業主からの労働保険料の未交付に関し,委託率菜主に対して口座振替納付日までに2度以

上にわたり交付を甜求したこと及び事務組合がその誇求等に当たって確認レた当紘凄託事業主から同日までに労働保険料の交付を受けられないこととなった事情を証する春画を添付すること･

注3 ⑳掛 こ払 算定対象事美の前年度確定保険料不足額で,口座振替納付によったものを含め.口座振替納付日から起算して7日を経過した日までに納付したものの合計額を記入すること｡

なお.口座振替納付日から起算して7日を経過した日の翌日において納付していない当紋算定対象事業の前年度確定保険料不足額の-男妾 (未納付の算定対象事業唱名 (労働保険番号を付記)及びその未納付の前年度確

定保険料額を記職した一覧糞)を添付すること｡

注4 ⑳には､報奨金算定基準日までに納付した算定対象事業の前年度概算保険料,増加概算保険料及び保険料率の引上桝 こよる追加徴収保険料の額 (その額が前年度確定保険料の鮫を超えるときは､前年度確定保険料の敬)

の合計額を記入すること｡

(日本工業規格B列4判)



2.申請書の作成についての指導

申請書の作成に当たっては,事務組合に対し特に次の事項を指導するものとする｡

労働保険料に係る報奨金申請書

(1) 【15人以下事業】

イ ｢(平成 年度概算 ･確定保険料納付状況)｣については､前年度において常時15人

以下の労働者を使用する事業について5月20日現在の納付状況を記入させること｡

ただし､報奨金算定基準日が5月27日である事務組合については､ 5月27日現在の

納付状況を記入させること｡
I

ロ ｢基幹番号｣欄は､番号順に記入させること｡

なお､年度途中において新規委託を受けた事業で個別加入事業と同様の処理をしてい

るものについては､それらをまとめて最後の行に記入させること｡この場合､その内訳

を申請書別葉に記入させ､添付させること｡別葉の作成に当たっては､ ｢基幹番号｣欄

には､個別事業の ｢労働保険番号｣とその下部に括弧書きで ｢委託年月日｣を記入させ

ること｡

ハ ｢⑧甲 (5人未満の事業)｣欄及び ｢⑧乙 (5人以上15人以下の事業)｣欄について

は､それぞれA (二保険関係成立)及びB (二保険関係成立以外)の委託事業数を記入

させること｡

なお､雇用保険の被保険者のすべてが雇用保険に係る保険料免除対象高年齢労働者で

あるため､当該事業の雇用保険に係る分の確定保険料が ｢0｣となった事業であうても､

当該事業の雇用保険に係る保険関係は存続しているものであること｡

ニ ｢(平成 年度算定基礎調査等にかかる差額保険料納付状況)｣については､前年度に

おいて常時15人以下の労働者を使用する事業について算定基礎調査等により前々年度

以前の確定保険料に変更があった場合に記入し､ 当該確定保険料の差額について 5月

20日現在の納入状況を記入させること｡

ただし､報奨金算定基準日が5月27日である事務組合については､5月27日現在

の納付状況を記入させることQ

ホ ｢⑩(平成 年度算定基礎調査等にかかる差額保険料)増額分｣欄及び ｢⑪(平成 年

度算定基礎調査等にかかる差額保険料)減額分｣欄については､算定基礎調査等により

変更となった確定保険料の差額を､基幹番号別にそれぞれ記入させること｡

なお､増額変更と減額変更があった場合も､当該増額分と減額分を相殺することなく､

それぞれを記入させること｡

へ ｢⑱ (⑩-⑪ )｣欄については､その結果がプラスとなる場合 (増額変更のみあった

場合あるいは増額分>減額分であった場合)は当該差額に対する保険料の納付状況を記

入させ､その結果が△ (マイナス)となる場合 (減額変更のみあった場合あるいは増額

分<減額分であった場合)は､その額 (△)をそのまま記入させることO
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ト 算定基礎調査等により変更された確定保険料の差額については､その所属の年度にか

かわらず､当該算定基礎調査等を実施した年度の保険料として取り扱うことになるので､

｢交付要件確定保険料額｣欄の記入に当たっては､前年度の確定保険料等の額に当該差

額分を増額あるいは減額した額を記入させることo

(2) 【口座振替制採用の有無等】

イ ｢全委託事業数｣欄は､口座振替制を採用している事務組合について､前年度末現在

(※2)において委託している事業数を記入させること｡

ロ ｢口座振替制利用事業数｣欄は､前年度末現在 (※2)において口座振替制の利用契

約をしている委託事業数を記入させること｡

ハ ｢口座振替制利用率｣欄は､全委託事業に占める口座振替制利用事業の割合 (口座振

替制利用委託事業数/全委託事業数)を記入させること (小数点以下切り捨て)0

なお､総合コンピュータシステム以外の方法により口座振替制を採用している事務組

合であって､口座振替制利用率が50%以上の場合は､利用事業数を的確に証明する書

類又は金融機関等の証明する書類を添付させること｡

(栄"2) 第 3の3の (※1)を参照

(3) 【16人以上事業】

イ ｢(平成 年度概算 ･確定保険料納付状況)｣は､｢16人以上事業｣に該当した委託事

業について個々に5月20日現在の納付状況を記入させることQ

ただし､報奨金算定基準日が5月27日である事務組合については､5月27日現在

の納付状況を記入させること｡

ロ ｢基幹番号 ･枝番号｣欄は､番号順に記入させること｡

なお､ 15人以下事業該当年度の途中において新規委託を受けた事業で個別加入事業

と同様の処理をしているものについては､ ｢基幹番号 ･枝番号｣欄の下部に括弧書きで

個別事業の ｢労働保険番号｣及び ｢委託年月日｣を記入させること｡

ハ ｢(15人以下事業該当年度概算 ･確定保険料納付状況)｣は ｢(平成 年度概算 ･確定

保険料納付状況)｣において､ ｢督促の有無｣欄で無を○で囲んだ場合についてのみ､

15人以下事業該当年度の翌年度の納期期限日現在の納付状況を記入させること｡

ただし､申請年度の報奨金算定基準日が天災その他やむを得ない理由のために繰り延

べられた事務組合については､当該繰り延べられた日現在の納付状況を記入させること｡

ニ ｢⑧､⑧｣欄は､該当する項目に○を付けさせ､｢小計｣を芋はその数を記入させること｡

ホ ｢(平成 年度算定基礎調査等にかかる差額保険料納付状況)｣については､｢16人以

上事業｣について算定基礎調査等により前々年度以前の確定保険料に変更があった場合
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に記入し､当該確定保険料の差額について5月20日現在の納付状況を記入させること｡

ただし､報奨金算定基準日が5月27日である事務組合については､ 5月27日現在

の納付状況を記入させること｡

へ ｢⑱(平成 年度算定基礎調査等にかかる差額保険料)増額分｣欄及び ｢⑪(平成 年

度算定基礎調査等にかかる差額保険料)減額分｣欄については､算定基礎調査等により

変更となった確定保険料の差額を､基幹番号 ･枝番号別にそれぞれ記入させること｡

なお､増額変更と減額変更があった場合も､当該増額分と減額分を相殺することなく､

それぞれを記入させること｡

ト ｢⑱ (⑱-㊨ )｣欄については､その結果がプラスとなる場合 (増額変更のみあった

場合あるいは増額分>減額分であった場合)は当該差額に対する保険料の納付状況を記

入させ､その結果が△ (マイナス)となる場合 (減額変更のみあった場合あるいは増額

分<減額分であった場合)は､その額 (△)をそのまま記入させること｡

チ 算定基礎調査等により変更された確定保険料の差額については､その所属の年度にか

かわらず､当該算定基礎調査等を実施した年度の保険料として取り扱うことになるので､

｢交付要件確定保険料額｣欄の記入に当たっては､前年度の確定保険料等の額に当該差

額分を増額あるいは減額した額を記入させること｡

(4) 【総 括】

イ ｢報奨金算定基準日｣欄は､該当する事項を○で囲ませ､報奨金算定基準日が5月27

日の場合は､5月20日までに確定保険料の100分の95以上を納付できなかった理

由を記入させること｡

ロ 報奨金の額の算定に当たって､算定基礎調査等により減額変更が行われた場合は当該

減額分を反映させることから､｢(3)定率及び定額による額｣欄のうち､ ｢定率分｣につ

いては､前年度の確定保険料等の額 (ロ及びヌ)から減額分 (a及び f)を引いた額に

2.5/100を乗じた額を記入させること｡｢定額分｣については､ 【15人以下の事

業】及び 【16人以上事業】の ｢⑧､⑫｣欄の ｢ニ｣●｢ホ｣｢へ｣｢ト｣｢ル｣｢オ｣｢ワ｣

｢カ｣の順に事業数 (以下 ｢報奨金算定事業数｣というo)を転記させることO

ただし､転記させる報奨金算定事業数の累計が1,000を超える場合には､1,000

を限度として転記させることO

また､累計を ｢α｣欄に必ず記入させること｡

ハ ｢⑳｣欄の額に100円未満の端数があるときは､その端数を切り捨てて記入させる

こと｡

ニ ｢※｣欄は記入させないこと｡
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一般拠出金に係る報奨金申請書

(1) 【15人以下事業】

イ ｢(平成 年度一般拠出金納付状況)｣については､前年度において常時15人以下の

労働者を使用する事業について5月20日現在の納付状況を記入させることO

ただし､報奨金算定基準日が5月27日である事務組合については､ 5月27日現在

の納付状況を記入させること｡

ロ ｢基幹番号｣欄は､番号順に記入させること｡

なお､年度途中において新規委託を受けた事業で個別加入事業と同様の処理をしてい

るものについては､.それらをまとめて最後の行に記入させること｡この場合､その内訳

を申請書別葉に記入させ､添付させること｡別葉の作成に当たっては､ ｢基幹番号｣欄

には､個別事業の ｢労働保険番号｣とその下部に括弧書きで ｢委託年月日｣を記入させ

ること｡

ハ ｢(平成 年度算定基礎調査等に係る差額一般拠出金納付状況)｣については､前年度

において常時15人以下の労働者を使用する事業について算定基礎調査等により前々年

度以前の一般拠出金に変更があった場合に記入し､ 当該一般拠出金の差額について5

月20日現在の納入状況を記入させること｡

た̀だし､報奨金算定基準日が5月27日である事務組合については､5月27日現在

の納付状況を記入させること｡

ニ ｢③(平成 年度算定基礎調査等に係る差額一般拠出金)増額分｣欄及び ｢④(平成

年度算定基礎調査等に係る差額一般拠出金)減額分｣欄については､算定基礎調査等に

より変更となった一般拠出金の差額を.,基幹番号別にそれぞれ記入させること｡

なお､増額変更と減額変更があった場合も､当該増額分と減額分を相殺することなく､

それぞれを記入させることD

へ ｢⑧ (③-㊨ )｣欄については､その結果がプラスとなる場合 (増額変更のみあった

場合あるいは増額分>減額分であった場合)は当該差額に対する一般拠出金の納付状況

を記入させ､その結果が△ (マイナス)となる場合 (減額変更のみあった場合あるいは

増額分<減額分であった場合)は､その額 (△)をそのまま記入させること｡

ト 算定基礎調査等により変更された一般拠出金の差額については､その所属の年度にか

かわらず､当該算定基礎調査等を実施した年度の一般拠出金として取り扱うことになる

ので､｢交付要件一般拠出金額｣欄の記入に当たっては､当年度の一般拠出金の額に当

該差額分を増額あるいは減額した額を記入させること｡

(2) 【16人以上事業】

イ ｢(平成 年度一般拠出金納付状況)｣は､｢16人以上事業｣に該当した委託率業につ

いて個々に5月20日現在の納付状況を記入させること｡

ただし､報奨金算定基準日が5月27日である事務組合については､5月27日現在
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の納付状況を記入させること｡

ロ ｢基幹番号 ･枝番号｣欄は､番号順に記入させること｡

なお､ 15人以下事業該当年度の途中において新規委託を受けた事業で個別加入事業

と同様の処理をしているものについては､｢基幹番号 ･枝番号｣欄の下部に括弧書きで

個別事業の ｢労働保険番号｣及び ｢委託年月日｣を記入させること｡

ハ ｢(15人以下事業該当年度一般拠出金納付状況)｣は､ 15人以下事業該当年度の納

期限日現在の納付状況を記入させることO

ただし､申請年度の報奨金算定基準日が天災その他やむを得ない理由のために繰り延

べられた事務組合については､当該繰り延べられた日現在の納付状況を記入させること｡

ホ ｢(平成 年度算定基礎調査等に係る一般拠出金納付状況)｣については､｢16人以上

事業｣について算定基礎調査等により前々年度以前の一般拠出金に変更があった場合に

記入し､当該一般拠出金の差額について 5月20日現在の納付状況を記入させること｡

ただし､報奨金算定基準日が5月27日である事務組合については､ 5月27日現在

の納付状況を記入させること｡

へ ｢⑤(平成 年度算定基礎調査等に係る差額一般拠出金)増額分｣欄及び ｢⑥(平成

年度算定基礎調査等に係る差額一般拠出金)減額分｣欄については､算定基礎調査等に

より変更となった一般拠出金の差額を､基幹番号.･枝番号別にそれぞれ記入させること｡

なお､増額変更と減額変更があった場合も､当該増額分を減額分と相毅することなく､

それぞれを記入させること｡

ト ｢⑩ (⑤-⑥ )｣欄については､その結果がプラスとなる場合､､(増額変更のみあった

場合あるいは増額分>減額分であった場合)は当該差額に対する一般拠出金の納付状況

を記入させ､その結果が△ (マイナス)となる場合 (減額変更のみあった場合あるいは

増額分<減額分であった場合)はその額 (△)をそのまま記入させること｡

チ 算定基礎調査等により変更された一般拠出金の差額については､その所属の年度にか

かわらず､当該算定基礎調査等を実施した年度の一般拠出金として取り扱うこととなる

ので ｢交付要件一般拠出金額｣欄の記入に当たっては､当年度の一般拠出金等の額に当

該差額分を増額あるいは減額した額を記入させること｡

(3) 【総 括】

イ ｢報奨金算定基準日｣欄は､該当する事項を○で囲ませ､報奨金算定基準日が5月27
日の場合は､ 5月20日までに一般拠出金の100分の95以上を納付できなかった理

由を記入させること｡

ロ 報奨金の額の算定に当たって､算定基礎調査等により減額変更が行われた場合は､当

該減額分を反映させることから､｢(3)所定額 (定率)｣欄のうち､当年度の一般拠出金等
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の額 (ロ及びへ)から減額分 (a及び f)を引いた額に3.5/100を乗じた額を記

入させること｡

ニ ｢※｣欄は記入させないこと｡

3.申請書の審査

事務組合から申請書が提出された場合には､次の事項に留意の上､速やかに申請書の内容

について審査するものとする｡

なお､申請書の審査は慎重に行い､交付額の決定後に､取消､変更等のないよう留意する

こと｡

(1) ｢口座振替制利用事業数｣欄については､総合コンピュータシステムにより口座振替制

を利用している場合には､計算センターにおいて印書した事務組合別口座振替制利用事業

数の件数リストと照合し､総合コンピュータシステム以外の方法により口座振替制を利用

している場合には､申請書に添付させた証明する書類又は金融機関等の証明する書類と照

合すること｡

(2) ｢全委託事業数｣欄については､保険料 ･拠出金申告書内訳と照合すること｡

(3) ｢報奨金算定基準日｣欄で5月27日のものについては､第2の1の ｢天災その他やむ

を得ない理由｣に該当するか否かを審査すること｡

(4) 16人以上事業については､第2の1の(2)の要件に該当するか否かを審査することD

(5) 申請書記載の規模 ･保険関係別委託事業数､納付状況等は該当年度の保険料 ･拠出金申

告書内訳､額収済通知書､滞納事業場報告書等と照合すること｡

(6) 算定基礎調査等により変更された確定保険料又は一般拠出金の差額については､その所

属の年度にかかわらず､当該算定基礎調査等を実施した年度の保険料として取り扱うこと

になるので､交付要件の審査に当たっては､前年度の確定保険料額又は一般拠出金額に当

該差額分を増額あるいは減額して審査すること｡

なお､報奨金の額の算定に当たっては､算定基礎調査等による差額のうち減額に係る分

のみを反映させるので､注意すること｡

(7) 事務組合から提出された申請書及び添付書類の記載事項のうち他の労働局の労働保険特

別会計歳入徴収官の所掌に係るものについては､当該労働局に当該申請書及び添付書類を

送付すること｡送付を受けた労働局においては､その所掌に係る記載事項の審査を行い､

当該事務組合から重複して申請がなされていないかを確認した上で申請書及び添付書類を

返送すること｡

(8) 審査の結果､確定保険料額､一般拠出金額､委託事業数等の申請書各欄の記載事項につ

いて誤りを発見した場合には､朱書により必要な修正を行うこと｡この場合､審査の結果､
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修正した事項を申請者が訂正された事項と判別できるようにしておくこと｡

(9) ｢⑳｣欄には､第 3に基づき算定した金額を､ ｢交付予定額｣として記入しておくこと｡

(10)報奨金の交付要件に該当しない事務組合については､不交付の決定の前に理由を説明し

て､書面による申請の取り下げを行うよう指導すること｡

-簡il-



4.労働保険事務組合報奨金交付決定簿の作成

(1) 前記 3の審査の結果､報奨金の交付要件に該当する事務組合については-労働保険事務

組合報奨金交付決定簿 (様式第2号｡以下 ｢交付決定簿｣という｡)を作成するものとす

る｡
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芸憲 2㌢ 料 平成 年度労働保険事務組合報奨金交付決定薄 く 牧のうち 朗 ,

事 務 組 合 一名 寄集区分 労 働 保 険 料 納 付 状 況 規模 .保険関係､別委託客英数 ⑳ 報 奨 金 交 付 予 定 及 び 決 定 額 な らび に 算 定 方 法 .

⑳ 納 付 済 額(㊨) ㊨ (㊨ + ⑳) ⑳ ⑦ - ⑳ l(⑳ - ⑬)I⑳ 甲 ⑳ 乙 5月20日 5 月 27 日

口庄振替
A , B A 8 交付予定軒 i交付決定髄 交付予定Sri l交付決定恕 交付予定朝 l交付決定佃

】 15人以下 22. 23. JIIL 23. 22. 23.〔 〕 〔 ) 【 〕 〔 】 【 〕 ( 〕
(8人以上

針

≡ l5人以下 22. 23. 22. 23. 22. 2.3,
〔 〕 〔 ) 【 】 【 ) 〔 】 【 〕

柑人£l上
計

i lS人以下 22. 23. 22. 23. 22. 23.〔 ) 【 】 【 】 【 】 〔 】 〔 】
16人以1,

計

i l5人以下 -12. 23. 'l2. 23. 22. 23.【 】 ( ) 【 】 〔 】 〔 ) 【 )
18人以上

計

≡ ー5人以下 22. 23. 22. 23. 2'1. 23.

【 〕 〔 】 ' 】i〔 〕 〔 】 【 〕

l6人以上

計

≡ li人以下 9-2. 23. 22. 23. 22. 23.( 〕 〔 〕 〔 】 (. 〕 【 〕 【 〕
)8人以上

肝

I ー5人ttT 22. 23. 22. 23. 22. 23.【 〕 〔 〕 【 】 【 〕 【 〕 【 〕
t6人以上

計

i l5人以下 22. 23. 22. 23.
〔. 〕 〔 〕 【 】I ~l ユ 【 ) 〔 】ー6人fU二

か

計 lS人以下 【 〕 〔 〕 【 】 ( ) 〔 】 【 〕和人以上

計

注意 11 【】には,⑳掬の抱契金井碇方法22､23のうち.22を0lCEIんだもので経典金持怠遊･掛こ16人以上群実技当分が含まれている胡合には.内政で記入すること.
2 r交付決定缶)が r交付予定軌 と同税のiq合には.r交付決定額J柵L=同と記入することにより､血鯨の記入を省旅することができること.(下段Ⅱとついても同様)

I

⑳相の報奨金

穿定方法が22
のものについ

てのみ貫己入

㊨ 確 定保険料総額 [5人以下
16人

算 定 方 法 別 ⑳ 所 定 額 技当分 ⑳ 調 整 額 計 i主当分

事 務 組 合 数 ( ) ( ) ( ) ( )

規模 .保険-関 係 別 委託 事 業 数 @甲 A

a

計

⑳乙 A

a

計

報奨金交付予定頗

報奨金交付決定額

注意 ( )には.卓抜奨金G,定拡碍日が5月27日の分について内牧で記入すること.
(日本工業規格B列 4判)



竺晋 憲 出 金 分 平成 年度労働保険事務組合報奨金交付決定簿 ( 故｡うち 枚｡)

事 務 組 合 一名 事業 i区分 ･一 般 拠 出 金 納 付 状 況 ⑳ 報 奨 金 交 付 予 定 及 び 決 定 額 な ら び に 算 定 方 法
⑳ 納 付 済 額(② ) ㊨ (㊨) ⑳ ② - ㊨(㊨ - ㊨) 5月2相 ー 5 月 27 日

5 %'王威 一軒 招 L荘

交付予定怒 i 交付決綾帝 交付予定紹 i 交杵決定紙 交付予定緬 l 交付決淀泊

≡ 15人以下 ほ 12 l2
( 】 r ー 【 】 r 〕 【 ) 【 】

l6人以上

即

E ほ人以下 12 12 12
【 】 【 ) t l ( 〕 【 】 【 】

川人以上

計

I 15人以下 12 12 12
【 】 l j ( ) 〔 〕 【 】 〔 】

16人以上

計

i 1与人払下 12 12 12
【 】 【 】 〔 ) 〔 ー 【 】 〔 】

16人以上

計

≡ ほ人以下 12 12 12【 〕 〔 〕 r 〕 【 ) 〔 〕 〔 〕
相人以上

朴

≡ 15̂以下 12 l2 l2
〔 】 【 〕 【 〕 t l 〔 〕 【 )

I8人以上

針

i l5人以下 l2 l2 12
【 ) 【 〕 【 】 【 〕 【 】 【 j

16人以上

計

≡ l5人以下 12 12 12
【 ) 〔 〕 【 ー 【 〕 r ー ( )

16人以上

計

計 15人以下 【 〕 〔 〕 【 〕 【 】 【 ) 【 〕18人以上

㊨ -般拠出金紀 窺① +③-④) 15人以下

16人以上

算 定 方 法 別 ⑳ 所 定 額 淡当分

事 務 組 合 数 ( 】 ( )

報奨金交付予定額

報奨金交付決定額

注意 ( )には..in発会罪定基邸E3が5月'17EEの分について内政で記入すること.

(日本工業規格B列4判)



(2) 交付決定簿の作成上の留意事項

○労働保険料に係る報奨金交付決定停

イ 交付決定簿の各欄については､事務組合ごとに申請書の ｢基幹番号｣ (2以上の労働

保険番号が附与されている事務組合については､基幹番号の末尾区分が最も小さい基幹

番号)及び⑤ (保険料納付済額)､⑥+⑧ (保険料納付済額のうち減額が必要な額)､⑦

-⑪ (定率分算定対象保険料納付済額)､⑧､⑩､⑳欄の数又は額､あるいは計算 した

額をそれぞれ対応する欄に転記し､各葉ごとに小計を記入すること｡

なお､ ｢事業区分｣欄の ｢16人以上｣に該当するものにあっては､｢(15人以下事

業該当年度概算 ･確定保険料納付状況)｣の対応する各欄の数又は額､あるいは合算さ

れた額を転記することO -

ロ 交付決定簿の⑳欄については､報奨金算定基準 日により ｢5月20日｣欄又は ｢5月

27日｣欄のいずれかに報奨金交付予定額を記入するとともに､算定方法に基づき､

22 (所定額によるもの)､ 23 (調整額によるもの)のいずれかを○で囲むこと｡

また､ ｢5月27日｣欄については､口座振替制利用率 50%以上の場合には ｢口座振

替制該当分｣欄に記入し､それ以外の場合には､｢5%減額措置｣楠に記入すること｡

なお､ 〔〕には､算定方法が22の場合であって報奨金算定基礎に16人以上事業

が含まれている場合 (以下 ｢16人以上該当分｣ というo)に､その額を記入することO

ハ 交付決定簿の下段 Ⅰの(1)欄についても草､⑳欄の算定方法が22の場合に⑳欄の額の小

計を各葉ごとに記入することO

また､(2)欄については､各葉ごとに100円未満の端数を切 り捨てた額を記入するこ

と｡

ニ 交付決定簿の下段Ⅱには､⑳欄の算定方法別にそれぞれの事務組合数､規模 ･保険関

係別委託事業数及び報奨金交付予定額の小計を各葉ごとに記入し､⑳欄の ｢うち 16人

以上該当分｣については､ 16人以上該当分に係るそれぞれの小計を記入すること｡

なお､ ( )には､報奨金算定基準 日が 5月27日の分 (｢口座振替制該当分｣ と ｢5

%減額措置｣の合計)について内数で記入し､｢()のうち口座振替制該当分｣欄には､

口座振替制該当分を記入すること｡

ホ 交付決定簿の下段Ⅲには､申請書の 【15人以下事業】 (平成 年度概算 ･確定保険

料納付状況)及び 【16人以上事業】(15人以下事業該当年度概算 ･確定保険料納付

状況)の①欄の額に ｢平成 年度算定基礎調査等にかかる差額保険料 (⑱及び⑪ ｣を増

額又は減額した額 (①+⑱-⑱)の小計を各葉ごとに記入すること｡

へ 交付決定簿の最終頁の ｢労働保険料納付状況｣欄及び ｢規模 ･保険関係別委託事業数｣

欄には､各葉の合計のみを記入すること｡

また､ Ⅰ､Ⅱ及びⅢには､各葉の合計を記入すること｡
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○一般拠出金に係る報奨金交付決定簿

イ 交付決定簿の各欄については､事務組合ごとに申請書の ｢基幹番号｣(2以上の労働

保険番号が付与されている事務組合については､基幹番号の末尾区分が最も小さい基幹

番号)及び② (一般拠出金納付済額)､④ (一般拠出金納付済額のうち減額が必要な額)､

②-㊨ (算定対象保険料納付済額)､⑪欄の数又は額､あるいは計算した額をそれぞれ

対応する欄に転記し､各葉ごとに小計を記入すること｡

なお､｢事業区分｣欄の ｢16人以上｣に該当するものにあっては､ド(15人以下事

業該当年度一般拠出金納付状況)｣の対応する各欄の数又は額､あるいは合算された額

を転記すること｡

ロ 交付決定簿の⑳欄については､報奨金算定基準日により ｢5月20日｣欄又は ｢5月

27日｣欄のいずれかに報奨金交付予定額を記入すること｡

また､｢5月27日｣欄については､口座振替制利用率50%以上の場合には ｢口座

振替制該当分｣欄に記入し､それ以外の場合には､｢5%減額措置｣欄に記入すること｡

ハ 交付決定簿の下段 Ⅰの(1)欄については､⑳欄の額をの各葉ごとに記入すること｡

また､(2)欄については､各葉ごとに100円未満の端数を切り捨てた額を記入するこ

と｡

ニ 交付決定簿の下段Ⅱには､⑳欄の算定方法別にそれぞれの事務組合数及び報奨金交付

予定額の小計を各菓ごとに記入し､⑪細の ｢うち16人以上該当分｣については､ 16

人以上該当分に係るそれぞれの小計を記入すること｡

なお､( )には､報奨金算定基準日が5月27日の分 (｢口座振替制該当分｣と ｢5

%減額措置｣の合計)について内数で記入し､｢( )のうち口座振替制該当分｣欄には､

口座振替制該当分を記入することO

ホ 交付決定簿の下段Ⅲには､申請書の 【15人以下事業】(平成 年度一般拠出金納付

状況)及び 【16人以上事業】(15人以下事業該当年度一般拠出金納付状況)の①欄

の額に ｢平成 年度算定基礎調査等にかかる差額保険料 (③及び④｣を増額又は減額し

た額 (①+③-㊨)の小計を各葉ごとに記入することO

へ交付決定簿の最終頁の ｢一般拠出金納付状況｣欄には､合計のみを記入することo

また､ Ⅰ､Ⅱ及びⅡには､各葉の合計を記入すること｡
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5.本省への報奨金交付予定額等の報告

(1) 交付決定簿への報奨金交付予定額等の記入が終了したときは､労働保険事務組合報奨金

交付予定報告書 (様式第3号｡以下 ｢予定報告書｣という｡)により8月末日までに労働

保険徴収課へ報告するものとする｡
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様式第 3号

労働保険料分

平成 年度 労働保険事務組合報奨金交付 (芸 霊)報告普

労 働 局

担当係氏名
1 労 働 保 険 料 納 付 状 況

了分 ⑳確定保険料総額 労働保険料納付状況 規模 .保険関係別委託串黄数⑳ 納 付済額.(⑤)⑳⑥+⑳⑳⑦-⑳(㊨-⑳) (抄 甲 ⑩ 乙A a A B

l5人以下

16人以上

計

2の(1) 算定方法別事務組合数､委託事業数及び報奨金交付 (;霊)顔

算 定 方 絵 別 ⑳ 調 .整 額 計 ( )のうち.ロAi振替桐 政 当 分所 定 額 広 当分

事 務 組 合 数 ( )( )( )( )

規 模 .保 険関 係 別 委託 事 紫 数 ⑳甲 A

ち

計

tB乙 Aa

計

報紬 交付(芸霊)級 .( )( )( )( )
注意 ( )には.経典金杯定苗嘩日が5月27日の分について内政で把入すること.

2の(2) 所 定 額 内 訳

事*区分 (1) ⑳ 柵 の 板 (2) (1) × 鵜

15人以下

16人以上

-28-
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3 報奨金交付 (芸霊)額階級別事務組合数､委託事業数及び報奨金交付 (霊芝)顔

報 奨 金 交 付 (芸霊)額 階 級 制 事 務 組 合 数 規 模 .保 険 関 係 別 重 言托堺 菜 数 報 奨 金 交 付 (芸霊)額
⑧ 甲 ⑳ 乙

A ら A B

10,000円 未 満 ( ) ( )

10.000円 以 上 ～ 50,000 円 未 満 ( ) ( )

50.000 〝 - loo,000 lJ ( ), ( )

loo.000 〝 ～ 200.000 〝 ( ) ( )

200,000 〝 ～ 300,000 〝 ( ) ( )

300.000 〝 ～ 500,000 〝 ( ) ( )

500,000 〝 ～ 1.000,000 I/ ( ) ( )

1.000.000 〝 ～ 2.000.000 〟 ( ) ( )

2,000.00O J/ ～ 3.000,00O JI (. ) ( )

3.000,000 〝 ～ 4.000.000 // ( ) ( )

4.000.000 IJ ～ 5.000,000 II ( ) ( )

5.000.000円 以 上 ～ ( ) ( )

注意 ー1 ( )には,報奨金評定基準日が5月27日の分について内政で狩人すること,

2 交付予定報告礎として旋用する場合には 唱 慧)｣の文字のうち r決定Jの文字を繊緑で抹消し､交付決定租告番として使用する場合は
r予定Jの文字を横線で抹消すること｡

(日本工業規格A列4判)

-29-



様式第3号

-般拠出金分

平成19年度 労働保険事務組合報奨金交付 (芸 霊)報告普

労 働 局

担当係氏名
1 - 般 拠 出 金 納 付 状 況

∵分⑳一 般 拠 出 金総 額 一 般 拠 出 金 納 付 状 況⑳ 納 付 済 額 (②) @J @ 感ー ◎ - ④(@ - @)

15人以下

川人以上

計

20?(I) 算定方法別事務組合数及び報奨金交付 (;霊)顔

所 定 緬

事 務 組 合 数 ( )( )

注意 ( )には.報奨金杯定品坤日が5月27日の分について内牧では入すること.

2の(2) 所 定 額 内 訳

事業区分 (1) ⑬ 棚 の 醸 tZ) (1) × 鴇

15人以下

18人以上
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3 報奨金交付 (芸霊)額階級別事務組合数及び報奨金交付 (;≡)額

報 奨 去 交 付 (芸霊)馴 皆故 制 事 務 組 合 数 報 奨 金 交 付 (蒜霊)顔

5.000円 未 満 ( )( )

5,000円 以 上 ～ 10.000 円 未 柄 ( )( )

lO,000 ]/ ～ 20.000 〝 ( )( )

20,000 〝 - 3O,000 〝 ( )( )

30.000 〝 ～ 40,000 〝 ( )( )

40.000 〝 ～ 50.OOO 〝 ( )( )

50,000 I1 - loo.000 1/ ( )( )

loo,000 /J ～ 200.000 IJ ( )( )

20ー),OOO 〝 ～ 300.000 7/ ( )( )

300,000 〝 ～ 400,000 // ( )( )

400,000 〝 ～ 500.000 〝 ( )( )

500,00O円以 上 ～ ( )( )

江東 1 ( )には.報奨金静定基準日が 5月27日の分について内政で妃入すること｡

2 交付予定報告番として使用する羽合には 慣 窪)｣の文字のうち r決定｣の文字を横線で桝 肖し,交付決定手相 谷として使用する場合は
r予定｣の文字を横線で抹消すること.

く日本二葉規格A列4判)
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(2) 報告書の作成上の留意事項

○労働保険料に係る報奨金

イ ｢1 労働保険料納付状況｣の各欄には､交付決定簿の対応する項目の合計を転記す

ること｡

ロ ｢2の(1) 算定方法別事務組合数､委託事業数及び報奨金交付 侵霊】額｣の各欄には､
交付決定簿の合計のⅡを転記すること｡

ハ ｢2のく2)所定額内訳｣の各欄には､交付決定簿の合計のⅠを転記すること｡

三 ｢3 報奨金交付 屈霊】額階級別事務組合数､委託事業数及び報奨金交付 儀震1額｣
の各欄には､交付決定簿より算出して階級別にそれぞれの計を記入すること｡

○一般拠出金に係る報奨金

イ ｢1 -般拠出金納付状況｣の各欄には､交付決定簿の対応する項目の合計を転記す

ること｡

ロ .｢2の(1) 算定方法別事務組合数及び報奨金交付 屈定座 ｣の各欄には､交付決定簿
の合計のⅡを転記すること｡

ハ ｢2の(2)所定額内訳｣の各欄には､交付決定簿の合計のⅠを転記すること｡

ニ ｢3 報奨金交付 侵憂】額階級別事務組合数､委託事業数及び報奨金交付 俵憂1額｣

の各欄には､交付決定簿より算出して階級別にそれぞれの計を記入すること｡

6.報奨金の交付決定等

(1) イ 報奨金の交付決定については､本省から別途指示するので､それを待って行うもの

とする｡交付決定簿については､交付の決定後､⑥欄及び下段Ⅱに､前記4の(2)のロ､

ハ､ニ及びへの留意事項に準じて､報奨金交付決定額を記入すること｡

ロ 本省への報奨金交付決定額等の報告

報奨金の交付を決定したときは､労働保険事務組合報奨金交付決定報告書 (様武第

3号｡以下 ｢決定報告書｣という｡)により､別途指示する期日までに労働保険徴収

課へ報告するものとする｡決定報告書の作成に当たっては､前記5の(2)の留意事項に

準じること｡

なお､決定報告書の内容が､前記5による予定報告書と同一となるときは､決定報

告書による報告は省略するものとする｡

(2) 報奨金の交付要件に該当しない事務組合で､前記3の(9)の指導にもかかわらず申爵を取

･り下げないところについては､報奨金の不交付決定を行うものとする｡
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7.事務組合に対する通知

(1) 報奨金の交付を決定した事務組合については､本省からの予算の示達をまって ｢報奨金

交付決定通知書｣(様式第4号)により当該事務組合に通知するものとする｡

なお､報奨金の示達は､毎年 10月1日 (予定)をもって行われるので都道府県労働局

労働保険特別会計支出官は示達後速やかに報奨金の交付を行うものとする｡

(2) 報奨金の不交付の決定を行ったものに対しては､ ｢労働保険事務組合報奨金交付申請の

件について｣ (様式第 5号)により通知するものとする｡
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様式第4号

労働保険事務組合報奨金交付決定通知書

労働保険事務組合名

さきに交付申請のあった平成 年度労働保険事務組合報奨金に

ついて､厚生労働大臣により下記のとおり決定されたので通知する｡

平 成 年 月 日

労 働 局 長

報奨金交付決定額 金

(

記

円
内訳
労働保険料に係る報奨金

一般拠出金に係る報奨金

(注)報奨金の交付は､次の1.又怯2.により行い畠すのでご了知ください｡

＼
1
-~~
J

･ノ

円

円

支 払 の 方 法 及 び 場 所 支 払 期 日

チ. 口座振込通知書( 朋 ≡冨 至芸)

2. 国庫金送金通知書( 郵便局 錘 )

(日本工業規格A列4判)
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様式第 5号

労働保険事務組合報奨金交付申請の件について労働保険事務組合名平成 年 月 日付けをもって申請のあった労働保険

事務組合報奨金については､下記理由により交付しないことと

決定 SL.れ夏 ので通知するo平 成 年 月 日労 働 局 長 ◎記理 由

に の決定に不胞がある場合について〕.
1 この決定に不服がある場合には､この決定があった.ことを知った日の翌日から起算して60日
以内に厚生労働大臣に対して審査請求をすることができます (な串､決定があった日から1年
を経過した場合を除きます○)o

2 この決定に■対する即 肖訴訟は､国を被告として (訴訟において国を代表する者は法務大臣と
なりますo)､この決定があったことを知った日の翌月から起算して6か月以内に提起すること
ができます (決定があった日から1年を経過した場合を除きます.)○

3 ただし､決意があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に審査請求をした場合に
は､決定の取消訴訟は､その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か
月以内に提起しなければなりません (裁決があった日から1年を経過した場合を除きます○)○

(日本工業規格A列4判)
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8.返 還 請 求

(1) 報奨金の交付を受けた事務組合が､次のイ又はロに該当する場合には､都道府県労働局

長は報奨金の交付決定の取消し又は報奨金交付額の修正決定を行い､｢労働保険事務組合

報奨金婁擬 音喜通知書｣(様式第6号)をもって当該事務組合に通知するものとするO

イ 偽りその他不正の行為によって報奨金の交付を受けた場合

当該交付を受けた報奨金の全部

口 交付すべき報奨金の額を超えて交付を受けた場合 (イに該当する場合を除くO)

当該交付すべき報奨金の額を超えて交付された部分の額

(2) 報奨金の交付決定取消又は報奨金の交付額修正決定をした事務組合に対しては､納入告

知書により報奨金の返還請求を行うものとする｡
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様式第6号

労働保険車務組合報奨金 墓誌 詔 提 通知書労働保険事務組合名平成 年 月 日付けで通知した平成 年度労働保険

事務組合報奨金の交付決定については､小下記 1の理由により下記

2のとおり 芸忍㍊ 豊 富なきれ夏ので通知するo平 成 年 月 日労 働 局 長 ⑳記

1.理 由

2. さきに交付決定した報奨金 (労働保険料 .一般拠出金) 円に

ついては､交付決定を取 り消す○

さきに交付決定した報奨金(労働保険料 .一般拠出金) 円に

ついては､ 円に修正決定する○

〔この決定に不服がある場合について〕
1 この決定に不服がある場合には､この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日
以内に厚生労働大臣に対して審査請求をすることができます (なお､決定があった日から1年
を経過した場合を除きます○)○

2 この決定に対する取消訴訟は､国を被告として (訴訟において国を代表する者は法務大臣と
なります○)､この決定があったことを知った日の翌日から起算して6か月以内に提起すること
ができます (決定があった日から1年を経過した場合を除きます○)ら

3 ただし､決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に審査請求をした場合に

は､決定の取消訴訟は,その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か
月以内に提起しなければなりません (裁決があった日から1年を経過した場合を除きますO)O

(日本工業規格A列4判)
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第5 口座振替納付を承認された事務組合に関する報奨金の交付要件､交付額及び交付手続等の

取扱い

1 口座振替納付された算定対象事業の前年度確定保険料不足感及び当年度一般拠出金に関す

る交付要件及び報奨金の額の算定上の取扱い

(1)交付要件に関する取扱い

イ 徴収法第21条の2第 1項の承認を受けて口座振替納付日に口座振替による納付 (以

下 ｢口座振替納付｣ というO)がなされた第 1期分等労働保険料 (注一1)及び当年度一

般拠出金 (注 2)であって､口座振替納付された口座振替納付書に係る15人以下事業

及び 16人以上事業 (以下 ｢算定対象事業｣ という｡)の前年度確定保険料不足額及び

当年度一般拠出金額 (口座振替納付日までに事務組合に交付されていなかったものを除

く｡(2)において同じ｡)は､第 2の交付要件の適用について､ 5月20日までに納付さ

れたものとみなす｡

ロ イの取扱いに関しては､口座振替納付日において､預金口座の残高不足により一部の

口座振替納付書に振替不能が生じた場合にあっては､次の①及び②のうちいずれか低い

方の額の範囲内で､報奨金の交付要件及び交付額の算定上有利となるように､一当該事務

組合に係る口座振替納付書を選択し､当該納付書を口座振替納付されたものとして取扱

うことがセきるものとする｡

① 口座振替納付日までに委託事業主から交付を受けていた第 1期分等労働保険料の総

額

② 口座振替納付により納付された第 1期分等労働保険料の額と振替不能が生じた口座

振替納付書に係る労働保険料について口座振替納付日から1週間以内に納付された第

1期分等労働保険料の額との合計額

(2) 報奨金の額の算定に関する取扱い

(1)の取扱いにより交付要件に該当する事務組合に交付する報奨金の額は､第 3の報奨金

の額の適用について､口座振替納付された口座振替納付書 (注 3)に係る算定対象事業の

前年度確定保険料不足額及び当年度一般拠出金を5月20日までに納付されたものとみな

し､算定する｡

(注 1) ｢第 1期分等労働保険料｣ とは､ 5月20日を法定納期限とする当該年度の概算

保険料及び前年度確定保険料不足額 (前年度の確定保険料の額が同年度の概算保険

料､増加概算保険料及び保険料率の引上げによる追加徴収保険料の合計額を超える

場合のその超える額をいう｡)をいう｡

(注 2) ｢当年度一般拠出金｣ とは､ 5月20日を法定納期限とする当該年度の一般拠出

金をいうOすなわち､前年度の賃金総額を基礎として算定した一般拠出金をいう｡

(注 3) (1)のロの取扱いを行った場合においては､口座振替納付されたものとしたものを

含み､口座振替納付されなかったものとしたものを除く｡

2 振替不能がやむを得ず生じたものであるときの取扱い

(1) 1の(1)の取扱いによっても交付要件に該当しない場合で､振替不能がやむを得ず生じた
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ものであるときの取扱い｡

イ 口座振替納付書の振替不能か生じ､前記 1の(1)の取扱いによっても交付要件に該当し

ない事務組合については､当該振替不能がやむを得ず生じたものであるときは (注 1)､

口座振替納付日から起算して7日を経過した日までに納付 (注 2)された算定対象事業

(口座振替納付の対象とされた労働保険番号に係るものに限り､当該振替不能がやむを

得ず生じたものとは認められない口座振替納付書 (労働保険番号)に係るものは除く｡

ロにおいて同じ｡)の前年度確定保険料不足額及び当年度一般拠出金は､第 2の交付要

件の適用について､ 5月20日までに納付されたものとみなす｡

ロ イ●の取扱いによって交付要件に該当することとなる場合の報奨金の額は､第 3の報奨

金の額の適用について､口座振替納付日から起算して7日を経過した日までに納付 (注

2)された算定対象事業の前年度確定保険料不足額及び当年度一般拠出金を5月20日

までに納付されたものとみなして算定した額から､その100分の5を減じた額の範囲

内とする｡

(2) 振替不能が天災地変等の不可抗力による手続上の理由のみから生じたものである場合の

報奨金の額

1の(1)又は(1)のイの取扱いにより交付要件に該当する事務組合であって､第 1期分等労

働保険料及び当年度一般拠出金の口座振替納付に関し振替不能を生じ､当該振替不能が天

災地変等の不可抗力により口座振替納付日までに委託事業主から手続上交付を受けられな

かった第 1期分等労働保険料及び当年度一般拠出金があったことのみに伴い生じた (注3)

ものについては､報奨金の額は､ 1の(2)又は(1)のロにかかわらず､第 3の報奨金の額の適

用について､口座振替納付日から起算して 7日を経過した日までに納付 (注2)された算

定対象事業 (口座振替納付の対象となった労働保険番号に係るものに限る｡)の前年度確

定保険料不足額及び当年度一般拠出金を5月20日までに納付されたおのとみなして､算

定するo

(注 1) ｢当該振替不能がやむを得ず生じたものであるとき｣とは､次の場合をいう｡

① 当該振替不能が生じた口座振替納付書に係る全ての委託事業主から事務組合が

口座振替納付日までに第 1期分等労働保険料及び当年度一般拠出金の全額の交付

を受け､これを同日までに口座振替に係る預金口座に預入していたにもかかわら

ず､当該振替不能が生じたものであるとき

② 事務組合が口座振替納付日までに､納付すべき第 1期分等労働保険料及び当年

度一般拠出金の交付を当該振替不能の生じた口座振替納付書に係る委託事業主に

2度以上にわたり請求していたにもかかわらず､少なくとも1委託事業主に次に

掲げる事情があり､そのため同日までにその全額の交付を受けられなかったこと

に伴い､当該振替不能が生じたものであるとき｡

(a) 天災地変等の不可抗力により委託事業主が手続上同日までに事務組合にその

交付をできなかったこと

(b) 委託事業主が天災､火災､交通事故､盗難等により財産上の損害を受けたこ

と

(C) 委託個人事業主又はその扶養者が疾病にかかり又は負傷を受けたこと
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(d) 委託事業主が業績の悪化等によりその事業を廃止し又は休止したこと

(e)委託事業主に係る債務者側に生じた事由により債権の回収が困難又は不能に

おちいったこと

(f) 委託事業主がその事業につきその回復に相当の期間を要する損矢をうけたこ

と

(g) その他委託事業主に労働保険料及び当年度一般拠出金の交付を困難ならしめ

る事業経営上の不測の障害が生じたこと

(注 2) この ｢納付｣には､口座振替納付が含まれる (ロ及び(2)において同じ｡)0

(注 3) ｢当該振替不能が天災地変等の不可抗力により口座振替納付日までに手続上交付

を受けられなかった第 1期分等労働保険料及び当年度一般拠出金があったことのみ

に伴い生じた｣とは､.口座振替納付日まで継続して天災地変等の不可抗力があり､

第 1期分等労働保険料及び当年度一般拠出金を交付しようとする委託事業主から通

常の交付手段をもってしては同日までにそれの交付を受けられなかったことのみに

伴い当該振替不能が生じることとなったこと･をいい､その交付を受けられなかった

分は天災地変等の不可抗力がやんだ日から2日以内に事務組合に交付された場合に

限る｡t

3 口座振替納付手続上の理由で口座振替納付がなされなかった事務組合に関する取扱い

徴収法第 21条の2第 1項の承認を受けた事務組合について､口座振替納付書の金融機関

への未着､口座振替納付書の紛失その他歳入徴収官､金融機関又はこれらの間に生じた口座

振替納付に関する手続上の理由により第 1期分等労働保険料及び当年度一般拠出金の口座振

替による納付がなされなかった場合は､口座振替納付日以後の日で所轄歳入徴収官が指定し

た日までに通常の納付方法により納付された算定対象事業 (口座振替納付の対象とされてい

た労働保険番号に係るものに限る｡)の前年度確定保険料不足額及び当年度一般拠出金は､

第 2の交付要件及び第 3の報奨金の額の適用について､ 5月20日までに納付されたものと

みなす｡

4 交付事務手続

第 1期分等労働保険料及び当年度一般拠出金について口座振替納付を承認された事務組合

に対する報奨金の交付事務手続は､第4の交付事務手続に定めるもののほか､次によるもの

とする｡

(1) 申請書内訳の提出

第4の1の申請書の提出に関しては､報奨金の交付を受けようとする事務組合で口座振

替納付の対象とされた第 1期分等労働保険料及び当年度一般拠出金の納付について振替不

能が生じたものは､申請書に加えて､その内訳 (1の(1)により交付要件に該当する場合

(2の(2)の取扱いがなされる場合を除く｡)にあっては､様式第 1号の2とし､ 2により交

付要件に該当する場合 (1の(1)により交付要件に該当する場合で2の(2)の取扱いがなされ

るときを含む｡)にあっては､様式第 1号の3とする｡)を提出するものとする｡
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(2) 申請書内訳等の作成についての指導

イ 第4の2の(1)及び(2)の指導に関しては､申請書の算定対象事業に係る ｢(平成 年度

概算 ･確定保険料納付状況)｣については､それぞれの取扱いに応じ､ 1の(1)､ 2の(1)

のイ若しくは(2)又は3により5月20日までに納付されたものとみなされるものを含め

て記入させること｡

ロ 1の(1)の取扱いにより交付要件に該当する事務組合 (様式第 1号の2を提出するもの)

については､口座振替納付日までに事務組合が交付を受けなかった算定対象事業の前年

度確定保険料不足額の一覧表 (未交付の算定対象事業名 (労働保険番号を付記)及びそ

の未交付の前年度確定保険料不足額を示す一覧表)を申請書に添付させることo '

ハ 前記2の取扱いにより交付要件に該当する事務組合 (様式第 1号の3を提出するもの)

については､①振替不能の原因となった労働保険料及び当年度一般拠出金の委託事業主

からの未交付に閑し､事務組合が口座振替納付日までに委託事業主に2度以上にわたり

請求したこと及び事務組合がその請求等に当たって確認した当該委託事業主から同日ま

でに労働保険料及び当年度一般拠出金の交付を受けられないこととなった事情を証する

書面及び②口座振替納付日から起算して7日を経過した日の翌日において納付されてい

ない算定対象事業の前年度確定保険料不足額及び当年度一般拠出金の一覧表 (未納付の

算定対象事業名 (労働保険番号を付記)及びその未納付の前年度確定保険料不足額及び

当年度一般拠出金を示す一覧表)を申請書に添付させること｡

なお､①の書面は､2の(2)の取扱いをする場合を除き､口座振替納付書の振替不能の

原因となった委託事業主からの未交付に閑し少なくとも1件について添付させれば足り

るが､多数の委託事業主に未交付が生じた事務組合については､未交付となった当該口

座振替納付書に係る全ての委託事業主に関し､その事情を書面で報告されること等によ

り､以後の口座振替納付の円滑な実施がなされるよう指導等を図る､ことO

おって､ 2の(2)の取扱いをすることとなる場合は､全ての未交付に関し､その事情を

証する①の書面を添付させること｡

(3) 申請書内訳の審査等

様式第 1号の2又は様式第 1号の3を加えた申請書が提出された場合には､次の事項に

留意の上､審査するものとする｡

イ (様式第 1号の2)

(イ) ⑳欄及び⑳欄及び⑳欄は､申告書及び口座振替納付書発行リス トと照合すること｡

(ロ)⑳欄及び⑳欄は､申告書内訳､額収済通知書､滞納事業場報告書等により照合し､

⑳欄､⑳欄､⑳欄及び⑳欄は､領収済通知書により照合すること｡なお､⑳欄に記入

した額に滞納事業場報告書等により口座振替納付日までに交付されていなかった額が

含まれていると認められるときは､これを除くよう是正されること｡

(/,)⑳欄は､申告書内訳､領収済通知書､滞納事業場報告書､(2)のロにより申請書に添

付された未交付額の一覧表等により照合すること｡
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(⇒ ⑳欄に関しては､ナの額の範囲内で､ 1の(1)のロの取扱いがなされているものであ

るか等を確認し､所要の是正が必要なものについては指導すること｡

囲 ⑳欄の同一の基幹番号の合計額は､申請書の 【15人以下事業】｢(平成 年度概算

･確定保険料納付状況)｣及び 【1.6人以上事業】ド(平成 年度概算 ･確定保険料納

付状況)｣の同一の基幹番号についてのそれぞれ⑤欄の合計額と一致するよう照合す

ること｡

ロ (様式第 1号の3)

(イ) ⑳欄､⑳欄､⑳欄､⑳欄､⑳欄､⑰欄､⑳欄及び⑳欄は､申告書､口座振替納付書発

行リス ト､憤収済通知書､滞納事業場報告書等により照合することOなお､⑳欄に記入

した感に滞納事業場報告書により口座振替納付日までに交付されていなかった額が含ま

れていると認められるときは､これを除くよう是正させること｡

(ロ) ⑳欄に○印を付されたもので､⑳欄の額が⑳欄の額と一致しないものについては､(2)

のハにより申請書に添付された書面等により､振替不能の生じた口座振替納付書に係る

委託事業主のうち前記 2 (注 1)の②に掲げるような事情があり､事務組合が口座振替

納付日ませに第 1期分等労働保険料及び当年度一般拠出金の交付を受けられなかったこ

とに伴い､振替不能がやむを得ず生じることとなったものであることを確認すること｡

ただし､前記 2の(2)の取扱いをする場合については､その交付を受けられなかった原

因となった天災地変等の不可抗力が口座振替納付日までに継続してあったこと及びこれ

により委託事業主が通常の交付手段をもってしては､同日までに交付できなかったこと

等を口座振替納付日までに事務組合に交付されなかった第 1期分等労働保険料及び当年

度一般拠出金のすべてについて具体的に確認するとともに､それ以外の第 1期分等労働

保険料及び当年度一般拠出金は口座振替納付日から起算して 7日を経過した日までにす

べて納付されていることを確認すること｡

(/,) この場合の振替不能がやむを得ず生じたものであるかどうかの判断に当たっては､事

務組合が当該振替不能の生じた口座振替納付書に係る委託事業主に口座振替納付日まで

に納付すべき第 1期分等労働保険料及び当年度一般拠出金の交付を2回以上請求した事

実があり､その請求等に当たうて事務組合が当該委託事業主に前記 2の (注 1)の②に

掲げるような事情のあることを確認しておれば､この事情の有無等の確認は要しないも

のとする (ただし､前記 2の(2)の取扱いをする場合を除くO)O

(I) ◎欄は､申告書内訳､額収済通知書､滞納事業場報告書､(2)のハにより添付された未

納付額一覧表等により照合すること｡

(*) ⑳欄の同一の基幹番号の合計は､申請書の 【15人以下事業】｢(平成 年度概算 ･確

定保険料納付状況)｣及び 【16人以上事業】｢(平成 年度概算 ･確定保険料納付状況)｣

の同一の基幹番号についてのそれぞれ⑤欄の合計額と一致するよう照合することO

(～) 審査の結果､交付要件に該当する事務組合であって､ 2の(1)のイの取扱いにより交付
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要件に該当するもの く前記2の(2)の取扱いをするものを除く｡)については､2の(1)の

ロの5%減額措置による額を､申請書の ｢※5%減額措置による額｣に記し､交付決定

したときは､労働保険事務組合報奨金交付決定簿の当該事務組合該当部分の ｢交付決定

額｣欄に ｢5%減額措置｣と付記すること｡
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